
実 務 経 験 証 明 書 

 

 下記の者は、    工事に関し、下記の通り実務の経験を有することに相違ないことを証明します。 

 

○○年 ○○月 ○○日 

                             名古屋市港区港町１－１１ 

                             株式会社 なごやみなと建設 

                         証明者 代表取締役 名港 太郎           

 

記 

技術者の氏名 湊川 次郎 生年月日 昭和６０年１月１日 

雇用された期間 

１５年４月から 

   

３０年７月まで 

使用者の商号 

又 は 名 称 
株式会社 なごやみなと建設 

最終学歴又は実務

経験を有する資格

名 

愛知県立金城工業高校 建築科 

平成１５年３月１日 

従事した立場 実  務  経  験  の  内  容 実 務 経 験 年 数 

担当技術者 ○○邸新築工事 １７年 ４月～１７年１０月まで 

担当技術者 △△マンション新築工事 １７年１１月～１８年 ４月まで 

担当技術者 □□邸改築工事 １８年 ５月～１８年１０月まで 

現場代理人 ○○市立△△小学校改修工事 １９年 ５月～１９年１０月まで 

現場代理人 ○○市立□□中学校体育館改修工事 ２０年 ２月～２０年１１月まで 

現場代理人 △△県立○○病院新築工事 ２０年１２月～２１年 ６月まで 

 （中略） 年 月 ～  年 月 まで 

主任技術者 ○○市△△スポーツセンター改修工事 ２９年 ２月～２９年１０月まで 

主任技術者 △□邸新築工事 ２９年１１月～３０年 ６月まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  年 月 ～  年 月 まで 

  合計 満  年  月 

記入例 

建築 

該当する工事種目を記入。 

（例）土木、建築、電気、舗装、造園、解

体等 

証明者は、原則として、当該技術者

が勤務する法人の代表者、又は個

人の事業主等。 

入札参加申請日現在の直近のものでなくても

所定年数を満たしていることが確認できるも

のであれば可（前回提出したものの写しでも

可）。 

実務経験期間は重複

しないこと。 

（前の工事の終了月

を次の工事の開始月

にしない。） 

同時に複数の工事に

従事した期間がある

場合はいずれか一方

のみ記入し、計算す

ること。 

実務経験期間の合計を記入すること。重複する工事がある場合は、い

ずれか一方のみで計算すること。 

また、空白期間は算入しないこと。 

合計期間が所定の年数を満たしていることが必要。 

【参考】実務経験で主任技術者になるために必要な期間 

    （建設業法第７条第２号参照のこと） 

 大学等（所定学科卒業者）３年以上⇒卒業証明書写し添付要 

 高等学校（所定学科卒業者）５年以上⇒卒業証明書写し添付要 

 上記以外の学歴の場合 １０年以上 

実務経験の内容は、民間 

・公共を問わない。 

１件１件具体的に記入

すること。 

従事した立場に下記のとおり 

具体的に記入。 

主任技術者、現場代理人、担

当技術者等 

実際に雇用された（され

ている）期間を記入。 



記載要領 

１ この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作

成する。 

 ２ 証明者は、当該事業者の代表者であること。 

 ３ 「最終学歴又は実務経験を有する資格名」欄は、必要な実務経験の年数を確認するものであるため、最終学歴の学

校名、学科名、卒業年月日（建設業法第７条（イ）、（ロ）該当者）又は実務経験を必要とする資格取得者の資格交付 

  日（建設業法第７条（ハ）該当者）を記載すること。（建設業法第７条（イ）もしくは（ハ）の該当者は確認できる 

  書類（卒業証明書、免許・資格を証するものの写し等）の写しを添付。） 

 ※建設業法第７条第２号 

  （イ）学校教育法に基づく学校（大学・高等専門学校・高校）の指定学科を卒業後、同学科に関連する工事について

の実務経験（大学３年、高等専門学校３年、高校５年）の実務経験を有する者。 

  （ロ）いずれかの建設工事に関し、１０年以上の実務経験を有する者。 

  （ハ）一定の資格を有する者（ただし、一定期間の実務経験を必要とする者。 

     ※第２種電気工事士、電気主任技術者、職業能力開発促進法２級資格者等 

 ※建設業法第１５条第２号 

  （イ）国土交通大臣が定めた試験等に合格した者 

  （ロ）建設業法第７条第２号（イ）（ロ）（ハ）に該当する者のうち、元請けで 4,500 万円以上の工事に関して、２年 

    以上の指導監督的実務経験を有する者 

  （ハ）国土交通大臣が建設業法第１５条第２号（イ）又は（ロ）に掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定し 

    た者 

 ４ 「従事した立場」欄は、「主任技術者」、「監理技術者」、「現場代理人」、「担当技術者」等を記載すること。 

 ５ 「実務経験の内容」欄は、１年間に１件を目安に工事名を書くこと。記入した工事名の裏付け資料（コリンズ登録 

  済の確認できる書類、注文書、請求書、領収書、工事日報、発注証明等のいずれか）を提示すること。 

   経験の内容については、公共、民間を問わない。 

 ６ 「実務経験年数」欄は、必要な実務経験年数の期間に至るまで記載すること。ただし、実務経験の古い経験から順 

  に記入することとし、期間の記載は前の工事の終了年月を次の工事の開始年月としない。（記入例参照） 

   また、期間の重複する工事を従事していた場合は、いずれか一方とする。 

 ７ 実務経験年数の合計には、空白期間を算入しないこと。 

 ８ 様式内に記載しきれない場合は、適宜、用紙を追加すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


